
小 規 模 宅 地 等 の 特 例  適 用 可 否  判 定 シ ー ト
4ステップ

被相続人 相続開始日

申告期限 対象宅地

ステップ1〜4（上から順に埋める）

ｽﾃｯﾌﾟ 確認すること 判定の手がかり 確認 担当 確認日 備考

1 相続開始の直前の利用区分を4つに仕分けたか 特定事業用／特定同族会社事業用／特定居住用／貸付事

業用

1 駐車場業・自転車駐車場業を貸付事業用（200㎡・50%）で判
定したか

事業所得で申告していても貸付事業用（公式シート④）

1 建物または構築物の敷地か（舗装のない青空駐車場は対象外） 現地確認・舗装の有無

2 取得者ごとの要件を判定したか（配偶者／同居親族／別居親
族）

取得者別の判定表（02のパターン）

2 取得者が2人以上のとき、適用する宅地の選択について全員の
同意を得たか 遺産分割協議の記録、選択同意の確認

3 保有継続要件（申告期限まで有していること）と、事業継続・
居住継続の要件を満たすか

配偶者が特定居住用を取得する場合は取得者ごとの要件
なし

3 申告期限まで売却・転居ができないことを相続人へ説明したか 申告期限＝相続開始を知った日の翌日から10か月

4 貸付事業用を選ぶかどうかで計算式が変わることを確認し、按
分計算を数式で検算したか

選ばない場合＝400㎡＋330㎡で最大730㎡まで完全併用

4 未分割の宅地に適用していないか 遺言書または遺産分割協議書（公式シート⑥）

限度面積の計算（貸付事業用を選択する場合の按分）

利用区分 選択する面積（㎡） 限度面積（㎡） 換算後の面積（㎡） 減額割合・備考

特定事業用宅地等＋特定同族会社事業用宅地等 400 80%減額

特定居住用宅地等 330 80%減額

貸付事業用宅地等 200 50%減額

換算後の面積 合計（200㎡以下であること）

貸付事業用宅地等を選択しない場合は、特定事業用＋特定同族会社事業用が合計400㎡以下、特定居住用が330㎡以下で、合計730㎡まで完全併用できます（国税庁 No.4124）。配偶者居住権が設定された敷地は、
価額の比で面積を按分してから上の式に入れます。

テンプレート提供：士業AI（shigyo-ai.com）


